
 

 

議案第 ２７ 号 

 

令和３年度 湯梨浜町農業集落排水処理事業特別会計補正予算（第３号） 
 

令和３年度湯梨浜町の農業集落排水処理事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９，０９４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ１８７，８１０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

                         令和 ４ 年 ３ 月 ４ 日提出 

 

                                湯梨浜町長 宮 脇 正 道 
 

 

－1－ 



款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

－2－

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

繰 入 金3 113,213 △6,304 106,909

他 会 計 繰 入 金1 113,213 △6,304 106,909

諸 収 入4 1,390 △1,390 0

雑 入1 1,390 △1,390 0

町 債5 48,800 △1,400 47,400

町 債1 48,800 △1,400 47,400

187,810歳              入              合              計 196,904 △9,094



－3－

補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費1 6,954 △2,031 4,923

総 務 管 理 費 1 6,954 △2,031 4,923

事 業 費2 63,847 △5,998 57,849

処 理 施 設 費 1 63,847 △5,998 57,849

公 債 費3 125,103 △1,065 124,038

公 債 費 1 125,103 △1,065 124,038

187,810歳              出              合              計 196,904 △9,094



－4－

変  更

限　度　額 起債の方法 限　度　額 起債の方法

過 疎 対 策 事 業 債 2,200
証書借入

又は
証券発行

5.0%以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共
団体金融機構資金等につ
いて､利率の見直しを
行った後においては､当
該見直し後の利率）

1,900

下 水 道 事 業 債
( 農 業 集 落 排 水 施 設 ）

700
証書借入

又は
証券発行

5.0%以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共
団体金融機構資金等につ
いて､利率の見直しを
行った後においては､当
該見直し後の利率）

0

公 営 企 業 会 計 適 用 債 6,700
証書借入

又は
証券発行

5.0%以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共
団体金融機構資金等につ
いて､利率の見直しを
行った後においては､当
該見直し後の利率）

6,300

利　　率 償　還　の　方　法 利　率 償還の方法

償還期限30年以内（うち据置5年以
内）元利均等又は元金均等償還とする｡
（融資条件については借入先の定めると
ころによる）ただし､町財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮し､もし
くは繰上償還､又は低利債に借り換えす
ることができる｡

償還期限30年以内（うち据置5年以
内）元利均等又は元金均等償還とする｡
（融資条件については借入先の定めると
ころによる）ただし､町財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮し､もし
くは繰上償還､又は低利債に借り換えす
ることができる｡

償還期限10年以内（うち据置2年以
内）元利均等又は元金均等償還とする｡
（融資条件については借入先の定めると
ころによる）ただし､町財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮し､もし
くは繰上償還､又は低利債に借り換えす
ることができる｡

第２表　地　方　債　補　正

（単位：千円）

起　債　の　目　的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ

以 下 補 正 前 に 同じ



－5－

款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

3 繰 入 金 △6,304 106,909113,213

4 諸 収 入 △1,390 01,390

5 町 債 △1,400 47,40048,800

歳     入     合     計 196,904 △9,094 187,810



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

－6－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

△2,0311 △2,031 4,9236,954総 務 費

641△1,4002 △5,998 57,84963,847 △5,239事 業 費

3 △1,065 124,038125,103 △1,065公 債 費

歳     出     合     計 196,904 △9,094 187,810 △1,400 △1,390 △6,304



－7－

農業集落排水処理事業特別会計 3  繰入金

２　歳　入

（単位：千円）他会計繰入金1繰入金（款） 3 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△6,304一般会計繰入金1△6,304一般会計繰入金1 106,909113,213 △6,304一般会計繰入金

106,909△6,304113,213計

雑入（項） 1諸収入（款） 4

△1,390雑入1△1,390雑入1 01,390 △1,390国・県道汚水桝等移設補償費

0△1,3901,390計

町債（項） 1町債（款） 5

△300過疎対策事業債1△1,400事業債1 47,40048,800 △200過疎対策事業債（農業集落排水処理事業）

△100過疎対策事業債（地方公営企業適用移行事業）

△700処理施設債2 △700農業集落排水処理施設整備事業債

△400公営企業会計適用4 △400公営企業会計適用債

債

47,400△1,40048,800計



－8－
３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 6,954 △2,031 4,923 △2,031 2給 料 △953 ○一般職人件費 △1,561

費     一般職給 △953

3職員手当等 △324     時間外勤務手当 △106

    一般職期末手当 △60

4共 済 費 △284     勤勉手当 △15

    一般職普通退職手当及び負担

26公 課 費 △470     金 △143

    共済組合負担金 △281

    互助組合負担金 △3

○農業集落排水総務経常経費 △470

    公課費 △470

計 6,954 △2,031 4,923 △2,031

（款） 2 事業費 （項） 1 処理施設費

1維持管理 63,847 △5,998 57,849 △1,400 641 △5,239 10需 用 費 △100 ○処理施設経常経費 △340

費     印刷製本費 △100

12委 託 料 △689     委託料（物） △240

○施設管理臨時経費 △5,209

14工事請負費 △5,209     工事請負費 △5,209

○地方公営企業法適用移行委託業

  務 △449

    委託料（物） △449

計 63,847 △5,998 57,849 △1,400 641 △5,239

（款） 3 公債費 （項） 1 公債費

2利子 11,789 △1,065 10,724 △1,065 22償還金､利子 △1,065 ○長期債償還利子 △1,065

及び割引料     長期債償還利子 △1,065

計 125,103 △1,065 124,038 △1,065



１．一般職

（1）総括 （単位：千円）

報　　酬 給　　料 職 員 手 当 計

補 正 後 1 1,876 1,005 2,881 498 3,379

補 正 前 1 2,829 1,186 4,015 782 4,797

比    較 0 △ 953 △ 181 △ 1,134 △ 284 △ 1,418

区  分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当

補 正 後 538 431

補 正 前 598 446

職員手当 比   較 △ 60 △ 15

の 内 訳 区  分 時間外手当

補 正 後 36

補 正 前 142

比   較 △ 106

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計区　分

職 員 数
（人）

備　　考

-9-



-10-

（2） 給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増 減 額

△ 953

△ 181

（3）給料及び職員手当の状況 

ア　職員一人当たり給与

令和3年1月1日現在 　平 均 給 与 月 額　（円） 241,696

　平 均 給 料 月 額　（円）

令和3年12月1日現在

　平 均 年 齢　（歳・月） 35.2

異動による

　平 均 年 齢　（歳・月） 34.3

　平 均 給 与 月 額　（円） 234,400

234,400

区　　　　　　　　分

給　　料

職員手当

　その他増減分

　昇給に伴う増加分

異動による

△ 181

△ 953

　給与改定に伴う増減分

増 減 事 由 別 内 訳

行　　　政　　　職

　制度改正に伴う増減分

　その他増減分

234,400　平 均 給 料 月 額　（円）

説　　　　　　　　　　　　　明

技　能　労　務　職



イ　級（等級）別職員数

級（等級） 職員数（人） 構成比（％） 級（等級） 職員数（人） 構成比（％）
6 級
5 級 5 級
4 級 4 級
3 級 3 級
2 級 1 100.0% 2 級
1 級 1 級
計 1 100.0% 計

級（等級） 職員数（人） 構成比（％） 級（等級） 職員数（人） 構成比（％）
6 級
5 級 5 級
4 級 4 級
3 級 3 級
2 級 1 100.0% 2 級
1 級 1 級
計 1 100.0% 計

令和3年1月1日現在

行 政 職 技 能 労 務 職
区 分

令和3年12月1日現在

区 分
行 政 職 技 能 労 務 職

-11-



-12-

ウ　昇給

行 政 職 技能労務職

職　　　　 員 　　　　数(Ａ)(人)

昇給に係る職員数        (Ｂ)(人)

4号給（人）

　　  号給数別内訳

比　　　　 率  （Ｂ）／（Ａ）（％） － －

職　　　　 員 　　　　数(Ａ)(人) 1 1

昇給に係る職員数        (Ｂ)(人) 1 1

4号給（人） 1 1

　　  号給数別内訳

比　　　　 率  （Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

補

正

後

補

正

前


